
――― 1819 ――― 日本のエネルギー政策をめぐる現状――「原発ファースト」から「再エネファースト」への転換を

まちを興すエネルギー政策特
集

　
本
稿
の
主
題

　

本
稿
で
は
、
次
の
三
つ
の
主
題
を
論
じ
た
い
。
第
一
に
、
二
〇
一
一
年

の
福
島
第
一
原
発
事
故
が
契
機
と
な
っ
て
推
進
さ
れ
た
電
力
シ
ス
テ
ム
改

革
や
再
生
可
能
エ
ネ
ル
ギ
ー
固
定
価
格
買
取
制
度
が
、
日
本
の
エ
ネ
ル
ギ

ー
政
策
に
も
た
ら
し
た
意
味
を
論
じ
る
。
そ
し
て
、
当
面
の
課
題
を
克
服

す
る
た
め
に
必
要
と
な
る
改
革
を
示
す
。こ
れ
は
、エ
ネ
ル
ギ
ー
政
策
の
国

際
的
潮
流
と
合
致
す
る
政
策
で
あ
る
。
第
二
に
、
日
本
の
エ
ネ
ル
ギ
ー
政

策
は
い
ま
だ
、「
再
生
可
能
エ
ネ
ル
ギ
ー
フ
ァ
ー
ス
ト
」
と
な
る
こ
と
が
で

き
ず
、「
原
発
フ
ァ
ー
ス
ト
」
と
な
っ
て
い
る
状
態
で
あ
る
こ
と
を
、
原
発

の
廃
炉
賠
償
費
用
の
費
用
負
担
問
題
を
例
に
取
っ
て
論
じ
る
。
つ
ま
り
日

本
の
エ
ネ
ル
ギ
ー
政
策
は
、
再
生
可
能
エ
ネ
ル
ギ
ー
（
以
下
、「
再
エ
ネ
」

と
略
す
）
を
伸
ば
そ
う
と
す
る
政
策
と
、
原
発
を
守
ろ
う
と
す
る
政
策
が

ま
ち
を
興
す
エ
ネ
ル
ギ
ー
政
策

京
都
大
学
大
学
院
経
済
学
研
究
科
教
授

諸
富　
徹

日
本
の
エ
ネ
ル
ギ
ー
政
策
を
め
ぐ
る
現
状

―
―
―「
原
発
フ
ァ
ー
ス
ト
」か
ら「
再
エ
ネ
フ
ァ
ー
ス
ト
」へ
の
転
換
を

電
力
シ
ス
テ
ム
改
革
や
再
エ
ネ
固
定
価
格
買
取
制
度
な
ど
が
導
入
さ
れ
な
が
ら
も
、

原
発
の
再
稼
働
が
相
次
ぐ
な
ど
、
日
本
の
エ
ネ
ル
ギ
ー
政
策
の
方
向
性
は
不
透
明
さ
を
増
し
て
い
る
。

そ
の
問
題
点
と
、
あ
る
べ
き
改
革
の
方
向
性
に
つ
い
て
提
言
い
た
だ
い
た
。

も
ろ
と
み
・
と
お
る

一
九
六
八
年
生
ま
れ
。
一
九
九
三
年
同
志
社
大
学
経
済
学
部
卒
業
。
一
九
九
八
年
京
都
大
学
大
学
院
経

済
学
研
究
科
博
士
課
程
修
了
。
一
九
九
八
年
横
浜
国
立
大
学
経
済
学
部
助
教
授
、
二
〇
〇
二
年
京
都
大

学
大
学
院
経
済
学
研
究
科
助
教
授
、
二
〇
〇
六
年
同
公
共
政
策
大
学
院
助
教
授
、
二
〇
〇
八
年
同
大
学

院
経
済
学
研
究
科
准
教
授
を
経
て
、二
〇
一
〇
年
三
月
か
ら
現
職
。
主
著
に
、『
環
境
税
の
理
論
と
実
際
』

（
有
斐
閣
、
二
〇
〇
〇
年
：
Ｎ
Ｉ
Ｒ
Ａ
大
来
政
策
研
究
賞
、
日
本
地
方
財
政
学
会
佐
藤
賞
、
国
際
公
共

経
済
学
会
賞
を
受
賞
）、
が
あ
る
。
他
に
、『
環
境
〈
思
考
の
フ
ロ
ン
テ
ィ
ア
〉』（
岩
波
書
店
、
二
〇
〇

三
年
）、『
低
炭
素
経
済
へ
の
道
』（
岩
波
新
書
、
共
著
、
二
〇
一
〇
年
）、『
脱
炭
素
社
会
と
ポ
リ
シ
ー

ミ
ッ
ク
ス
』（
日
本
評
論
社
、
共
編
著
、
二
〇
一
〇
年
）、『
電
力
シ
ス
テ
ム
改
革
と
再
生
可
能
エ
ネ
ル

ギ
ー
』（
日
本
評
論
社
、
共
編
著
、
二
〇
一
五
年
）、『
再
生
可
能
エ
ネ
ル
ギ
ー
と
地
域
再
生
』（
日
本
評

論
社
、
共
編
著
、
二
〇
一
五
年
）
な
ど
。

ム
改
革
は
、二
〇
一
六
年
四
月
か
ら
小
売
自
由
化
に
入
り
、二
〇
二
〇
年
の

「
発
電
」「
送
配
電
」「
小
売
」
の
三
部
門
を
分
社
化
す
る
「
法
的
分
離
」
の

実
行
を
待
つ
ば
か
り
と
な
っ
た
。
こ
の
発
送
電
分
離
で
も
っ
て
一
連
の
電

力
シ
ス
テ
ム
改
革
は
い
っ
た
ん
終
了
し
、
戦
後
六
〇
年
以
上
続
い
た
電
力

会
社
大
手
九
社
に
よ
る
地
域
独
占
が
、
名
実
と
も
に
終
焉
を
迎
え
る
。
こ

れ
は
日
本
の
電
力
産
業
史
上
、
大
き
な
タ
ー
ニ
ン
グ
ポ
イ
ン
ト
と
な
る
。

　

あ
ら
た
め
て
確
認
し
て
お
く
と
、
電
力
シ
ス
テ
ム
改
革
は
以
下
、
三
つ

の
要
素
か
ら
な
っ
て
い
る
。
第
一
に
、
発
電
事
業
へ
の
新
規
参
入
の
促
進

と
電
力
市
場
に
お
け
る
競
争
促
進
（「
地
域
独
占
の
解
体
」）、第
二
に
送
配

電
網
の
発
電
部
門
か
ら
の
分
離
（「
発
送
電
分
離
」）
と
、
そ
の
広
域
運
用

（「
送
配
電
網
の
中
立
化
」）、
そ
し
て
第
三
に
、
電
力
小
売
り
の
全
面
自
由

化
（「
電
力
の
選
択
権
」
の
保
障
）
で
あ
る
。

　

筆
者
は
、「
再
エ
ネ
の
大
量
導
入
を
可
能
に
す
る
」と
い
う
観
点
か
ら
、電

力
シ
ス
テ
ム
改
革
の
進
展
は
極
め
て
重
要
だ
と
考
え
て
い
る
。
新
規
参
入

者
と
し
て
の
再
エ
ネ
事
業
者
が
自
由
に
発
電
事
業
に
新
規
参
入
で
き
、
再

エ
ネ
で
発
電
さ
れ
た
電
気
が
送
電
会
社
に
拒
否
さ
れ
た
り
、
よ
り
高
い
コ

ス
ト
を
負
わ
さ
れ
た
り
す
る
こ
と
な
く
、
他
の
電
力
会
社
と
公
平
に
取
り

扱
わ
れ
、
そ
れ
を
消
費
者
が
自
由
に
選
択
で
き
る
よ
う
に
す
る
こ
と
。
こ

れ
ら
す
べ
て
は
、
再
エ
ネ
の
大
量
導
入
に
と
っ
て
決
定
的
に
重
要
だ
か
ら

で
あ
る
。

　

電
力
シ
ス
テ
ム
改
革
と
並
ぶ
、
東
日
本
大
震
災
が
も
た
ら
し
た
も
う
一

つ
の
大
き
な
変
化
は
、「
再
生
可
能
エ
ネ
ル
ギ
ー
固
定
価
格
買
取
制
度
」

（
以
下
、「
買
取
制
度
」
と
略
す
）
の
導
入
で
あ
る
。
こ
れ
は
事
前
に
予
想

さ
れ
た
以
上
に
、
再
エ
ネ
大
量
導
入
へ
向
け
て
大
き
な
政
策
効
果
を
発
揮

し
て
い
る
。
こ
の
制
度
の
導
入
以
降
、
再
エ
ネ
の
増
加
率
は
、
な
ん
と
年

率
二
九
％
に
も
達
し
、こ
の
制
度
の
前
身
と
な
る
「
Ｒ
Ｐ
Ｓ
制
度
」（
同
五

％
）、「
余
剰
電
力
買
取
制
度
」（
同
九
％
）
を
は
る
か
に
上
回
る
成
果
を
も

た
ら
し
た
。

　

と
こ
ろ
が
、
急
速
な
再
エ
ネ
発
電
拡
大
の
結
果
、
次
の
二
つ
の
課
題
が

生
じ
た
。
第
一
は
、
そ
れ
が
も
た
ら
す
費
用
膨
張
で
あ
る
。
第
二
は
、
電

力
需
要
が
比
較
的
小
さ
い
に
も
関
わ
ら
ず
日
射
量
が
多
く
、
太
陽
光
発
電

の
発
電
量
が
多
く
な
る
春
や
秋
に
、
原
発
な
ど
長
期
固
定
電
源
で
満
た
さ

れ
る
電
力
を
除
い
た
、
そ
の
他
の
電
力
需
要
（
以
下
、「
残
余
需
要
」
と
呼

ぶ
）
を
は
る
か
に
上
回
る
電
力
供
給
が
行
わ
れ
、
結
果
と
し
て
需
給
バ
ラ

ン
ス
が
崩
れ
、
電
力
系
統
の
安
定
が
保
て
な
く
な
る
問
題
で
あ
る
。

混
在
し
、
相
互
に
矛
盾
を
き
た
す
状
況
と
な
っ
て
い
る
の
で
あ
る
。
再
エ

ネ
は
、
こ
れ
以
上
伸
ば
そ
う
と
す
る
と
、
さ
ら
な
る
電
力
シ
ス
テ
ム
改
革

の
推
進
が
必
要
に
な
る
が
、
そ
う
し
た
改
革
は
、
原
発
を
守
ろ
う
と
す
る

政
策
の
壁
に
ブ
ロ
ッ
ク
さ
れ
て
い
る
状
況
で
あ
る
と
い
っ
て
よ
い
。
こ
れ

で
は
、
必
要
と
さ
れ
て
い
る
現
在
の
「
集
中
型
電
力
シ
ス
テ
ム
」
か
ら
再

エ
ネ
を
中
心
と
す
る
「
分
散
型
電
力
シ
ス
テ
ム
」
へ
の
移
行
が
な
か
な
か

進
ま
な
い
。
第
三
に
、
再
エ
ネ
比
率
が
二
〇
一
六
年
に
総
電
力
消
費
の
三

二
・
三
％
と
、
約
三
分
の
一
を
占
め
る
ま
で
に
伸
張
し
て
き
た
、
日
本
と

同
じ
先
進
工
業
国
の
ド
イ
ツ
を
例
に
と
っ
て
、
ど
の
よ
う
な
改
革
が
今
後

必
要
と
な
る
か
を
論
じ
た
い
。

　﹁
電
力
シ
ス
テ
ム
改
革
﹂
と
再
生
可
能
エ
ネ
ル
ギ
ー

　

さ
て
、
東
日
本
大
震
災
が
契
機
と
な
っ
て
推
進
力
を
得
た
電
力
シ
ス
テ


